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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第41期
第２四半期
連結累計期間

第42期
第２四半期
連結累計期間

第41期
　

会計期間

自 平成24年
４月１日

至 平成24年
９月30日

自 平成25年
４月１日

至 平成25年
９月30日

自 平成24年
４月１日

至 平成25年
３月31日

売上高 （千円） 5,768,016 6,375,740 12,025,374

経常利益 （千円） 654,410 752,069 1,431,470

四半期（当期）純利益 （千円） 339,855 703,189 794,046

四半期包括利益又は包括

利益
（千円） 206,971 679,602 707,192

純資産額 （千円） 9,358,617 10,201,290 9,858,838

総資産額 （千円） 11,006,957 12,167,129 11,755,715

１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） 25.20 52.14 58.88

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

（円） ― ― ―

自己資本比率 （％） 85.0 83.8 83.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △81,860 812,114 623,880

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △200,214 △350,676 △558,549

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △471,169 △419,073 △547,108

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
（千円） 2,028,929 2,350,904 2,298,441
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回次
第41期
第２四半期
連結会計期間

第42期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自 平成24年
７月１日

至 平成24年
９月30日

自 平成25年
７月１日

至 平成25年
９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 5.38 9.04

（注）１ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策・日銀による金融緩和により円安・株高が

進行し、個人消費にも回復の兆しが見られました。一方で、欧米諸国の財政問題等による景気への不安感は根強く、

依然として先行きは不透明な状況となっております。このような状況下において当社グループは、「①人財育成の強

化、②ハードオフ業態のリノベーション、③インターネット社会への対応、④新商材、新業態の開発」の４点を年度

重点項目として掲げ、現場力を高め、店舗価値を上げるという目標に向けて取り組んでまいりました。

 出店につきましては、直営店16店舗、フランチャイズチェーン（以下、「ＦＣ」という）加盟店18店舗を目標とし

て掲げており、当第２四半期連結累計期間においては、直営店を５店舗、ＦＣ加盟店を14店舗新規出店いたしまし

た。また、株式会社ワットマンとのフランチャイズ加盟契約の解約により、15店舗を閉店いたしました結果、直営店

は202店舗、ＦＣ加盟店は501店舗となり、直営店・ＦＣ加盟店あわせて703店舗となりました。なお、酒類のリユー

スを行う新業態「リカーオフ」第１号店（東京都杉並区高円寺。７月オープン）は、多くのお客様のご支持を受け、

買い取り・販売とも順調な滑り出しとなっております。

  当第２四半期連結会計期間末時点における各業態別の店舗数は次表のとおりであります。

 

 （単位：店）

店舗数 ハードオフ オフハウス モードオフ
ガレージ

オフ
ホビーオフ リカーオフ ブックオフ 合計

直営店
60

(＋1)

62

(±0)

16

(＋2)

7

(±0)

22

(＋1)

1

(＋1)

34

(±0)

202

(＋5)

ＦＣ加盟店
238

(△4)

192

(△3)

4

(±0)

8

(±0)

59

(＋6)

0

(－)
－

501

(△1)

合計
298

(△3)

254

(△3)

20

(＋2)

15

(±0)

81

(＋7)

1

(＋1)

34

(±0)

703

(＋4)

 （注）１．（ ）内は期中増減数を表しております。

２．子会社の株式会社エコモードが運営するモードオフ８店舗は直営店に含めております。

 

 当第２四半期連結累計期間の業績は、既存店売上高が前年同期比3.9％増と堅調であったことに加え、前連結会計

年度に出店した16店舗が寄与したことにより、全社売上高は6,375百万円（前年同期比10.5％増）となりました。

 利益面におきましては、10月に新規出店した５店舗にかかる初期費用が先行して発生したことにより販売費および

一般管理費が増加いたしましたが、営業利益は641百万円（前年同期比1.4％増）を確保いたしました。経常利益は持

分法による投資利益の寄与により752百万円（前年同期比14.9％増）となりました。

 四半期純利益については、株式会社ワットマンとのフランチャイズ加盟契約の解約にともなう契約解約益450百万

円等を特別利益として計上した結果、703百万円（前年同期比106.9％増）となりました。

 また、当社は、平成25年10月１日開催の取締役会において株式会社ビッグアルファおよび有限会社ビッグファムの

株式の取得による子会社化および平成25年10月10日開催の取締役会において福岡無線株式会社の株式の取得による子

会社化についてそれぞれ決議いたしました。

 三社の株式を取得し子会社化することにより、首都圏における営業基盤を強化し競争力を高めることで、リユース

事業の更なる拡大をはかってまいります。 

 

 セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

①リユース事業

 当第２四半期連結累計期間の売上高は、既存店の堅調な業績推移と前連結会計年度に出店した店舗が寄与し、

5,733百万円（前年同期比11.0％増）となりました。

②ＦＣ事業

 当第２四半期連結累計期間の売上高は642百万円（前年同期比6.8％増）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、2,350百万円（前年同四

半期は2,028百万円）となりました。

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは812百万円の収入（前年同四半期は81百万円

の支出）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益1,141百万円および契約解約益450百万円、法人税

等の支払額362百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは350百万円の支出（前年同四半期は200百万

円の支出）となりました。

 これは主に有形固定資産の取得による支出226百万円および敷金の差入による支出103百万円によるものであり

ます。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは419百万円の支出（前年同四半期は471百万

円の支出）となりました。

 これは主に配当金の支払336百万円によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

 なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

 

イ．会社の支配に関する基本方針の内容（概要）

 当社では、以下の「財務および事業の方針」を理解し支持する者が、当社の財務および事業の方針の決定を支

配すべき者として望ましいと考えております。

 

「財務および事業の方針」

法令および社会規範を遵守するとともに次の事項を推進し、企業価値の向上を目指す

①経営の収益性や効率性を高め業績の向上に努め積極的な利益還元をはかる

②経営の透明性を確保する

③顧客や社員はじめあらゆるステークホルダーから信頼され支持される経営体制を構築する

 

 上場会社である当社の株式は、株主および投資家の皆様による自由な取引に委ねられており、当社の財務およ

び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき判断されるべきものと

考えております。また、支配権の獲得を伴うような当社株式の大規模な買付であっても、上記方針に沿い、当社

の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資するものであればこれを否定するものではなく、支配権の獲得

提案を受け入れるか否かは株主の皆様の判断によるものと考えております。

 しかしながら、大規模な買付提案の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす

おそれのあるもの、株主に株式の売却を事実上強要するもの、対象会社の取締役会や株主の皆様が当該提案の内

容を検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間を提供しないもの等対象会社の

企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するものも想定されます。

 このような、上記の財務および事業の方針に反する不適切な者が当社の支配権の獲得を表明した場合には、当

社は、必要かつ相当な対応措置を講じ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上する必要があると

考えております。

 

ロ．会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組み

 当社では、当社の企業価値・株主共同利益の向上のために、次のような取り組みを実施しております。

 ①中長期的な経営戦略による企業価値・株主共同利益向上への取り組み

 当社の経営陣は、経営理念を実現するため最善の経営方針を立案し誠実な経営に努めております。こうし

た努力の結果、当社の強みは次のようになりました。

ⅰ 独自のビジネスモデルによるローコスト・ハイリターンの高い経営効率を実現

ⅱ 自己資本比率の高い、変化に即応・挑戦できる強い企業体質を確保

ⅲ リーディングカンパニーとしてリユース業界をリードし、直営店・ＦＣ加盟店での店舗展開により全

国699店舗（平成25年３月末現在）のネットワーク網を構築

ⅳ 多業態のリユースショップ展開により多様化するお客様のウォンツとニーズに応えると同時に、各業

態の専門性を高めることでお客様からの信頼を獲得
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 現在、「2020年、1,000店舗達成。グループ売上800億円、市場シェア15％。お客様満足度・収益性共に圧

倒的なリユース業界におけるリーディングカンパニーになる。」を長期目標として掲げ、その実現に向け

2009年度より、①ＣＳ（お客様満足度）の向上、②人財育成の強化、③効率性の追及 に重点的に取り組

み、企業価値・株主共同の利益の向上をはかっております。

 

 また当社は、「株主の皆様への利益還元」を重要な経営方針のひとつとして位置付けております。１株当

たりの利益や自己資本利益率（ＲＯＥ）、キャッシュ・フローを向上させ、企業価値を高めるための積極的

な事業展開を推進することにより経営基盤や財務体質の強化をはかり、配当性向30％以上を基本に業績に裏

付けされた安定的な配当を実施していく方針であります。

 なお内部留保金につきましては、さらなる業績の向上と経営効率の改善により安定的な蓄積に努め、今後

の人財育成および新設店舗への投資や新規事業分野の展開等に備えるために活用してまいります。

 

②コーポレート・ガバナンスの強化による企業価値・株主共同利益向上への取り組み

 経営の透明性、誠実性、効率性、健全性を通して、経営理念の実現をはかり企業価値を高め、社会的責任

を果たしていくことが当社のコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方であります。

 当社は、経営理念に基づき経営の効率化や経営のスピード化を徹底し経営目標達成のために、正確な情報

収集と迅速な意思決定ができる組織体制や仕組み作りを常に推進しております。

 株主・投資家の皆様をはじめ、当社を取り巻くあらゆるステークホルダーへ迅速かつ正確な情報開示に努

め、株主総会・取締役会・監査役会などの機能を一層強化・改善・整備しながら、コーポレート・ガバナン

スを充実させていきたいと考えております。

 この一環として従来から社外取締役・社外監査役を選任しており、現在も社外取締役１名・社外監査役３

名を選任しております。

 

ハ．会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取り組みの概要

 当社は、上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止する取り組みとして「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といい

ます）を導入しております。

 

その概要は以下のとおりです。

 ①本プランの対象となる当社株券等の買付

 本プランにおける当社株式の大量買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすること

を目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる

買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を大規模買付者といいます。

②大規模買付ルールの概要

 大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ充分な情報を提供し、取締役

会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというものです。

③大規模買付行為がなされた場合の対応

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は仮に当該大規模買付行為に反対で

あったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の

皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。

 ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が

会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと取締役

会が判断した場合には、対抗措置をとることがあります。

 また、対抗措置をとる場合、その判断について株主総会を開催し、株主の皆様のご意思を確認させてい

ただく場合がございます。

④対抗措置の合理性および公共性を担保する制度および手続

対抗措置を講じるか否かについては、取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用し、

取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性および合理性を担保するた

め、独立委員会を設置することといたしました。

対抗措置をとる場合、その判断の合理性および公共性を担保するために、取締役会は対抗措置の発動に先

立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は対抗措置の発動の是非に

ついて、勧告を行うものとします。
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⑤本プランの有効期限等

本プランは、平成23年６月20日開催の当社定時株主総会において株主の皆様にご承認を賜り継続してお

り、その有効期限は平成26年６月に開催予定の当社定時株主総会終結時までとなっております。ただし、

有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により本プランは廃止されるものとします。

 

ニ．具体的取り組みに対する当社取締役の判断およびその理由

   会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上さ

せるための施策であり、まさに会社の支配に関する基本方針に沿うものであります。

   また、本プランは、①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、②株主共同の利益を損なうもの

ではないこと、③株主意思を反映するものであること、④独立性の高い社外者の判断を重視するものであるこ

と、⑤デッドハンド型買収防衛策ではないこと等、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないと考えております。

 

(4）研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間において、特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成25年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,954,000 13,954,000
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 13,954,000 13,954,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成25年７月１日～

平成25年９月30日
― 13,954 ― 1,676,275 ― 1,768,275
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（６）【大株主の状況】

　 平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ソフトウェーブ 新潟県新発田市緑町３丁目２－８ 3,432.0 24.60

山本 善政 新潟県新発田市 1,300.0 9.32

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 369.5 2.65

山本 愛子 新潟県新発田市 240.0 1.72

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 213.2 1.53

ハードオフコーポレーション

社員持株会
新潟県新発田市新栄町３丁目１－13 168.2 1.21

資産管理サービス信託銀行株式会社

（年金信託口）
東京都中央区晴海1丁目８-12 158.4 1.14

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２-10 146.5 1.05

山本 太郎 新潟市中央区 124.0 0.89

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A.

LONDON

（常任代理人 株式会社みずほ銀行

決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON

EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都中央区月島４丁目16-13）

116.2

　

　

0.83

　

　

計 ― 6,268.0 44.92

（注）１ 当社は、自己株式を467.9千株（3.35％）を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 119.2千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 106.1千株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     467,900
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  13,481,000 134,810 ―

単元未満株式 普通株式       5,100 ― ―

発行済株式総数    13,954,000 ― ―

総株主の議決権 ― 134,810 ―

 

②【自己株式等】

　 平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ハードオフ

コーポレーション

新潟県新発田市

新栄町３丁目１－13
467,900

　

―
467,900 3.35

計 ― 467,900 ― 467,900 3.35

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日から平

成25年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,197,422 2,249,857

受取手形及び売掛金 232,184 209,242

有価証券 101,019 101,047

商品 2,243,363 2,396,630

その他 308,628 345,455

貸倒引当金 △2,740 △2,330

流動資産合計 5,079,878 5,299,903

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,705,786 1,708,430

土地 870,577 915,044

その他（純額） 438,347 484,364

有形固定資産合計 3,014,710 3,107,839

無形固定資産

のれん 116,006 75,937

その他 37,312 39,718

無形固定資産合計 153,319 115,656

投資その他の資産

投資有価証券 1,368,505 1,359,009

その他 2,139,302 2,284,721

投資その他の資産合計 3,507,807 3,643,730

固定資産合計 6,675,837 6,867,226

資産合計 11,755,715 12,167,129

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 48,128 42,201

未払法人税等 378,669 484,495

その他 815,596 746,870

流動負債合計 1,242,393 1,273,566

固定負債

資産除去債務 148,940 185,486

その他 505,541 506,785

固定負債合計 654,482 692,271

負債合計 1,896,876 1,965,838
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,676,275 1,676,275

資本剰余金 1,768,275 1,768,275

利益剰余金 6,572,656 6,938,695

自己株式 △177,480 △177,480

株主資本合計 9,839,726 10,205,765

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △11,746 △26,054

為替換算調整勘定 30,858 21,579

その他の包括利益累計額合計 19,112 △4,474

純資産合計 9,858,838 10,201,290

負債純資産合計 11,755,715 12,167,129
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 5,768,016 6,375,740

売上原価 1,640,977 1,841,599

売上総利益 4,127,038 4,534,141

販売費及び一般管理費
※ 3,493,942 ※ 3,892,299

営業利益 633,096 641,841

営業外収益

受取利息 1,492 1,406

受取配当金 39,860 42,432

持分法による投資利益 － 36,364

その他 22,652 33,848

営業外収益合計 64,005 114,051

営業外費用

支払利息 3,516 3,441

持分法による投資損失 37,673 －

その他 1,501 382

営業外費用合計 42,690 3,824

経常利益 654,410 752,069

特別利益

契約解約益 － 450,000

その他 － 8,040

特別利益合計 － 458,040

特別損失

減損損失 47,538 68,990

投資有価証券評価損 10,142 －

特別損失合計 57,681 68,990

税金等調整前四半期純利益 596,729 1,141,119

法人税、住民税及び事業税 236,100 465,800

法人税等調整額 20,774 △27,870

法人税等合計 256,874 437,929

少数株主損益調整前四半期純利益 339,855 703,189

少数株主利益 － －

四半期純利益 339,855 703,189
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 339,855 703,189

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △137,049 △14,308

持分法適用会社に対する持分相当額 4,165 △9,278

その他の包括利益合計 △132,883 △23,587

四半期包括利益 206,971 679,602

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 206,971 679,602

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 596,729 1,141,119

減価償却費 152,605 172,591

減損損失 47,538 68,990

のれん償却額 16,568 18,068

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 △410

投資有価証券評価損益（△は益） 10,142 －

投資事業組合運用損益（△は益） 143 △878

契約解約益 － △450,000

受取利息及び受取配当金 △41,353 △43,838

支払利息 3,516 3,441

為替差損益（△は益） 1,237 △819

持分法による投資損益（△は益） 37,673 △36,364

売上債権の増減額（△は増加） 3,957 22,942

たな卸資産の増減額（△は増加） △68,160 △152,006

仕入債務の増減額（△は減少） 4,787 △5,926

未払消費税等の増減額（△は減少） △42,342 13,074

その他 △81,789 △64,836

小計 641,245 685,147

利息及び配当金の受取額 40,328 42,887

利息の支払額 △3,516 △3,441

契約解約益の受取額 － 450,000

法人税等の支払額 △759,918 △362,478

営業活動によるキャッシュ・フロー △81,860 812,114

投資活動によるキャッシュ・フロー

長期預金の預入による支出 △25,000 △30,000

有形固定資産の取得による支出 △136,791 △226,953

無形固定資産の取得による支出 △4,430 △6,396

のれんの取得による支出 △30,000 －

投資有価証券の取得による支出 △2,011 △15,373

敷金の差入による支出 △6,233 △103,185

敷金の回収による収入 9,013 26,151

差入保証金の差入による支出 △5,550 △517

その他 788 5,598

投資活動によるキャッシュ・フロー △200,214 △350,676

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △67,996 △82,425

配当金の支払額 △403,172 △336,648

財務活動によるキャッシュ・フロー △471,169 △419,073

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,237 10,098

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △754,481 52,462

現金及び現金同等物の期首残高 2,783,411 2,298,441

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 2,028,929 ※ 2,350,904
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

地代家賃 881,587千円 945,489千円

給料・手当 1,357,312千円 1,538,914千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

現金及び預金勘定 1,927,945千円 2,249,857千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

（有価証券）

100,984千円 101,047千円

現金及び現金同等物 2,028,929千円 2,350,904千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月21日

定時株主総会
普通株式 404,580 30.00 平成24年３月31日 平成24年６月22日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日

定時株主総会
普通株式 337,150 25.00 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

　

報告セグメント

　

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２リユース事業 ＦＣ事業 合計 　

売上高 5,166,062 601,954 5,768,016 ― 5,768,016

セグメント

利益
707,916 391,535 1,099,451 △466,355 633,096

（注）１ セグメント利益の調整額△466,355千円は各報告セグメントに配分していない全社費用の金額

であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

 （固定資産に係る重要な減損損失）

   「リユース事業」セグメントにおいて、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、今後も収

益改善の可能性が低いと判断した事業所について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上いたしました。なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間

においては47,538千円であります。

 

 （のれんの金額の重要な変動）

   「リユース事業」セグメントにおいて、平成24年７月１日付でブックオフ津南郊店およびブックオフ三

重上野店を譲り受けました。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間におい

ては30,000千円であります。

  

 （重要な負ののれん発生益）

   該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

　

報告セグメント

　

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２リユース事業 ＦＣ事業 合計 　

売上高 5,733,099 642,641 6,375,740 ― 6,375,740

セグメント

利益
727,718 407,341 1,135,060 △493,218 641,841

（注）１ セグメント利益の調整額△493,218千円は各報告セグメントに配分していない全社費用の金額

であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

 （固定資産に係る重要な減損損失）

   「リユース事業」セグメントにおいて、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、今後も収

益改善の可能性が低いと判断した事業所について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上いたしました。なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間

においては68,990千円であります。

 

 （のれんの金額の重要な変動）

   該当事項はありません。

  

 （重要な負ののれん発生益）

   該当事項はありません。

 

 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 25円20銭 52円14銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（千円） 339,855 703,189

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 339,855 703,189

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,486 13,486

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

 

（重要な後発事象）

（株式取得による会社等の買収） 

 当社は、平成25年10月１日開催の取締役会において株式会社ビッグアルファおよび有限会社ビッグファムの株式

の取得と子会社化について決議し、去る11月１日に株式を取得いたしました。また、平成25年10月10日開催の取締

役会において福岡無線株式会社の株式の取得と子会社化について決議し、来る12月２日に株式を取得する予定であ

ります。
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１.株式会社ビッグアルファ

（１）株式取得の目的

 株式会社ビッグアルファは、当社とフランチャイズ加盟契約を締結し、千葉県及び長崎県において「ハードオ

フ」「オフハウス」「ホビーオフ」店舗を運営するフランチャイズ加盟法人であり、また、ブックオフコーポレー

ション株式会社のフランチャイズ加盟店として首都圏を中心に「ブックオフ」店舗の運営等を行っております。

 同社の株式を取得することにより、首都圏における営業基盤を強化し競争力を高めることで、リユース事業の更

なる拡大を図ってまいります。

 

（２）株式取得の相手先の名称

 被取得企業の経営者およびその他の株主

 

（３）株式を取得する会社の名称、事業内容、規模

 ①名称               株式会社ビッグアルファ

 ②事業の内容         リユース事業・ネット販売事業・フィットネス事業

 ③資本金の額         50,000千円

 

（４）株式取得の時期

 平成25年11月１日

 

（５）取得する株式数、取得価額および取得後の持分比率

 ①取得する株式数       2,000株

 ②取得価額           475,068千円

  ③取得後の持分比率        100％（直接所有50％、間接所有50％）

 

（６）支払資金の調達方法

 自己資金および借入金から充当

 なお、借入金の主な内容は以下のとおりであります。

 ①借入先の名称         株式会社第四銀行

 ②借入金額             1,000,000千円

 ③利率                 市場金利に連動

 ④返済条件             期日一括返済

 ⑤借入実行日           平成25年10月31日

 ⑥返済期限             平成26年８月31日

 ⑦担保保証の有無       無

 

 ２.有限会社ビッグファム

（１）株式取得の目的

 有限会社ビッグファムは、株式会社ビッグアルファの親会社であり、「ブックオフ」店舗の運営等を行っており

ます。

 有限会社ビッグファムと株式会社ビッグアルファは平成25年12月に合併する予定であります。

 

（２）株式取得の相手先の名称

 被取得企業の経営者およびその他の株主

 

（３）株式を取得する会社の名称、事業内容、規模

 ①名称               有限会社ビッグファム

 ②事業の内容         リユース事業

 ③資本金の額          5,000千円

 

（４）株式取得の時期

 平成25年11月１日
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（５）取得する株式数、取得価額および取得後の持分比率

 ①取得する株式数         100株

 ②取得価額           724,931千円

 ③取得後の持分比率       100％

 

（６）支払資金の調達方法

 自己資金および借入金から充当

 なお、借入金の主な内容は「１.株式会社ビッグアルファ （６）支払資金の調達方法」に記載のとおりであり

ます。

 

 ３.福岡無線株式会社

（１）株式取得の目的

 福岡無線株式会社は、当社とフランチャイズ加盟契約を締結し、埼玉県において「ハードオフ」「オフハウス」

「ホビーオフ」店舗を運営するフランチャイズ加盟法人であります。

 同社の株式を取得することにより、首都圏における営業基盤を強化し競争力を高めることで、リユース事業の更

なる拡大を図ってまいります。

 

（２）株式取得の相手先の名称

 被取得企業の経営者およびその他の株主

 

（３）株式を取得する会社の名称、事業内容、規模

 ①名称               福岡無線株式会社

 ②事業の内容         リユース事業

 ③資本金の額         50,000千円

 

（４）株式取得の時期

 平成25年12月２日

 

（５）取得する株式数、取得価額および取得後の持分比率

 ①取得する株式数     100,000株

  ②取得価額           220,000千円

 ③取得後の持分比率       100％

 

（６）支払資金の調達方法

 自己資金
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

 

 

平成25年11月11日

株式会社ハードオフコーポレーション

取 締 役 会 御中

 

新日本有限責任監査法人

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 五十嵐  朗 印

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 井 口   誠 印

 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社ハードオフコーポレーションの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度
の第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期
間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結
貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算
書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハードオフコーポレー
ション及び連結子会社の平成25年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結
累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて
の重要な点において認められなかった。
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
 

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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